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北海道中央バス株式会社 
 
 

 連結計算書類のうち連結株主資本等変動計算書及び連結注

記表、計算書類のうち株主資本等変動計算書及び個別注記表

につきましては、法令及び当社定款第 14条の規定に基づき、

インターネット上の当社ウェブサイト(http://www.chuo-
bus.co.jp/）に掲載することにより株主の皆様にご提供して

おります。 



（単位：千円）

資　本　金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合　　計

2,100,000 759,340 27,458,441 △ 1,209,654 29,108,127

剰 余 金 の 配 当 △ 145,013 △ 145,013

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

899,537 899,537

自 己 株 式 の 取 得 △ 4,895 △ 4,895

自 己 株 式 の 処 分 1 1 3

株 主 資 本 以 外 の 項 目
の当期変動額（純額）

- 1 754,523 △ 4,893 749,631

2,100,000 759,341 28,212,964 △ 1,214,547 29,857,759

その他有価証券
評 価 差 額 金

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

1,141,060 △ 651,374 489,685 227,132 29,824,945

剰 余 金 の 配 当 △ 145,013

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

899,537

自 己 株 式 の 取 得 △ 4,895

自 己 株 式 の 処 分 3

株 主 資 本 以 外 の 項 目
の当期変動額（純額）

△ 168,964 87,042 △ 81,921 111,716 29,794

△ 168,964 87,042 △ 81,921 111,716 779,425

972,096 △ 564,332 407,764 338,848 30,604,371
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当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

その他の包括利益累計額

非支配株主
持　　　分

純資産
合　計

連結株主資本等変動計算書

（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

株　主　資　本
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連 結 注 記 表 

 

1．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（1）連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 14社 

主要な連結子会社の名称…空知中央バス㈱、札幌第一観光バス㈱、㈱泰進建設、勝井建設工業

㈱、中央ビルメンテナンス㈱、中央バス観光開発㈱、㈱中央バス自

動車学園 

株式を新規取得したことに伴いダイヤ冷暖工業㈱を当連結会計年度から連結の範囲に含めて

おります。 

（2）持分法の適用に関する事項 

持分法適用関連会社の数 3社 

主要な持分法適用関連会社の名称…中央バス総業㈱、中央振興㈱ 

（3）会計方針に関する事項 

① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

時価のあるもの…期末日の市場価格等に基づく時価法 

評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定 

時価の把握が極めて困難なもの…移動平均法による原価法 

たな卸資産の評価基準及び評価方法 

主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定） 

ただし、建設業については個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。 

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

      有形固定資産 …定率法 

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物(附属設備を除く)並び

に平成 28 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物及び構築物  2 ～ 6 0 年 

車両運搬具    2 ～ 1 0 年 

③ 重要な引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金…債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

賞 与 引 当 金…従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づく当期負担額

を計上しております。 

完成工事補償引当金…完成工事に関する瑕疵、補償サービスによる損失に備えるため、過

去の補修費の支出割合により補償見積額を計上しております。 

      役 員 退 職 引 当 金…役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 
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④ 退職給付に係る負債の計上基準 

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債

務から年金資産の額を控除した額を計上しております。 

数理計算上の差異の費用処理方法 

  各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（11

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

未認識数理計算上の差異の処理方法 

 税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調

整累計額に計上しております。 

   ⑤ 重要な収益及び費用の計上基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事 

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法） 

その他の工事 

工事完成基準 

⑥ 消費税等の会計処理方法 

消費税等（消費税及び地方消費税）の会計処理は、税抜方式によっております。 

   

2．連結貸借対照表に関する注記 

（1）有形固定資産の減価償却累計額  40,108,440千円 

（2）担保に供している資産  定期預金       3,000千円 

上記に対応する債務  買 掛 金         244千円 

 (3) 受 取 手 形 割 引 高               103,185千円 

  

3．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

（1）当連結会計年度の末日における発行済株式の総数 普通株式 3,146,000株 

（2）当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

決議 株式の種類 
配当金の 

総額 

1 株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

平成 29年 6月 29日

定時株主総会 
普通株式 

千円 

145,013  

円 

5  平成 29年 3月 31日 平成 29年 6月 30日 

（注）平成 29年 10月 1日付で普通株式 10株につき 1株の割合で株式併合を行っております。「1 株

当たり配当額」につきましては、当該株式併合前の金額を記載しております。 

(3) 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

決議 
株式の 

種類 

配当金の

総額 

配当の 

原資 

1株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

平成 30年 6月 28日 

定時株主総会 

普通 

株式 

千円 

173,961  
利益 

剰余金 

円 

60  平成 30年 3月 31日 平成 30年 6月 29日 
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4．金融商品に関する注記 

（1）金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、資金運用については、定期預金及び公社債（投資適格債）等の安全性の高い

金融資産で運用しております。また、一時的な資金調達については、銀行借入（当座貸越契約）

によっております。 

（2）金融商品の時価等に関する事項 

平成 30年 3月 31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。 

 
連結貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

 千円 千円 千円 

(1) 現金及び預金 6,362,917  6,362,917  －  

(2) 受取手形及び売掛金 3,812,415  3,812,415  －  

(3) 有価証券及び投資有価証券    

  ① 満期保有目的の債券 3,694,072  3,709,222  15,150  

  ② その他有価証券  2,824,855    2,824,855  －  

(4) 支払手形及び買掛金 2,284,278  2,284,278  －  

(注)1．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

(1)現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。 

(3)有価証券及び投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は

取引金融機関から提示された価格によっております。また、金銭信託等は短期間で決

済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。 

(4)支払手形及び買掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。 

2．非上場株式（連結貸借対照表計上額 440,888千円）及び関連会社株式（連結貸借対照表計

上額 328,063千円）は、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることな

どができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3) 有価証券及び投

資有価証券 ② その他有価証券」には含めておりません。 

 

5．賃貸等不動産に関する注記 

（1）賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社グループでは、札幌市その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的としてテナント

ビルや賃貸土地・建物を所有しております。 

（2）賃貸等不動産の時価等に関する事項 

連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末の時価 

4,899,058千円  6,710,760千円  

(注)1．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金

額であります。 

2．当連結会計年度末の時価は、主に固定資産税評価額等に基づいて自社で算定した金額であ

ります。 
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6．関連当事者との取引に関する注記 

（1）役員 

役員の兼任等：0人

事業上の関係：車両燃料等の購入

科目 期末残高

役員が議決権の過半数を

所有している会社等

％ 千円 千円

直接 1

車両燃料

等の購入
471,654

支払手形

及び買掛金
46,659

関係内容

会社名

(住所)

杉商㈱

(小樽市)

種類
議決権等の

被所有割合
取引内容 取引金額

 

(注)1．取引条件及び取引条件の決定方針等 

車両燃料については、当社と関連を有しない他の当事者を含め一括交渉を行い、市場価格

を勘案して、一般的取引条件と同様に決定しております。 

2．当社取締役杉江俊太郎氏が議決権の過半数を保有しております。 

3．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

 

7．1 株当たり情報に関する注記 

（1）１株当たり純資産額   11,561円 08銭 

（2）１株当たり当期純利益    343円 55銭 

 

8．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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剰 余 金 の 配 当

土 地 圧 縮 積 立 金
の 積 立 て

土 地 圧 縮 積 立 金
の 取 崩 し

そ の 他 資 産 圧 縮
積 立 金 の 積 立 て

そ の 他 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 し

特 別 償 却 準 備 金
の 取 崩 し

買 換 等 特 別 勘 定
積 立 金 の 積 立 て

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

剰 余 金 の 配 当

土 地 圧 縮 積 立 金
の 積 立 て

土 地 圧 縮 積 立 金
の 取 崩 し

そ の 他 資 産 圧 縮
積 立 金 の 積 立 て

そ の 他 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 し

特 別 償 却 準 備 金
の 取 崩 し

買 換 等 特 別 勘 定
積 立 金 の 積 立 て

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

　－

買 換 等 特 別
勘 定 積 立 金

　－751,101

1,633

1,633

1

1

751,102 1,047,119

1,633

1 3 3

　－

23,709,647△ 759,607

純資産合計

△ 145,013

　－ 　－

1

1

22,576,634

　－

利 益 剰 余 金

株　主　資　本

配 当 準 備
積 立 金

13,800,000

3,477

△ 1,633

当 期 首 残 高 2,100,000 427,560

1,577

当 期 変 動 額

5,331

当 期 変 動 額 合 計

　－

　－

　－ 　－

757,123

　－

　  株 主 資 本 等 変 動 計 算 書  　
（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）

（単位 ： 千円）

資　本　金
資本準備金 利益準備金

土 地 圧 縮
積 立 金

そ の 他 資 産
圧 縮 積 立 金

特 別 償 却
準 備 金

資 本 剰 余 金
合 計

資　本　剰　余　金

そ の 他 利 益 剰 余 金

利　益　剰　余　金

株　　主　　資　　本

そ の 他
資 本 剰 余 金

△ 3,477

1,550

751,101 525,000 1,049,047

△ 4,970

393,000

△ 25,615

△ 24,038

当 期 末 残 高 2,100,000 751,101 525,000 403,522

利 益 剰 余 金
合 計

評価・換算差額等

　－ △ 4,970

361

繰 越 利 益
剰 余 金

25,615 　－

△ 1,927

1

そ の 他 利 益 剰 余 金

　－ 　－

4,285,200

　－

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

　－

△ 145,013

1,133,013

△ 145,013

20,485,140

△ 145,013

　－

1,133,013

△ 1,550

13,800,000

　－ 　－

△ 162,748△ 162,748

607,217 △ 162,748

757,123 757,123

△ 4,895 △ 4,895

757,123

641,412 612,109 △ 4,893

△ 162,748

△ 162,748

△ 4,895

21,097,249 △ 764,5004,926,612

444,468

当 期 末 残 高

当 期 変 動 額 合 計 　－

24,154,11523,183,851 970,264 970,264

　－

393,000

　－

　－

　－

△ 1,577

4,970

自己株式
株 主 資 本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

別途積立金
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個　別　注　記　表

重要な会計方針に係る事項

有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 …………移動平均法による原価法

満期保有目的の債券 …………………償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの ………………………期末日の市場価格等に基づく時価法

評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定

時価の把握が極めて困難なもの……移動平均法による原価法

貯蔵品の評価基準及び評価方法

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

固定資産の減価償却の方法

…定率法

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに

平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ～ 年

構築物 ～ 年

車両運搬具 ～ 年

…定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）

に基づく定額法を採用しております。

…取得価額が10万円以上20万円未満の減価償却資産については、3年均等償却

…均等償却

引当金の計上基準

…債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

…従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。

数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（11年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌

期から費用処理することとしております。

…役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。

消費税等の処理方法

消費税等（消費税及び地方消費税）の会計処理は、税抜方式によっております。

少額減価償却資産

長 期 前 払 費 用

（4）

（5）

貸 倒 引 当 金

退職給付引当金

役員退職引当金

　1．

（1）

（2）

（3）

有 形 固 定 資 産

2

2

2

無 形 固 定 資 産

50

60

10
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貸借対照表に関する注記

取得価額から控除した国庫補助金等の圧縮記帳額

建物 千円

構築物

機械及び装置

車両運搬具

工具器具及び備品

土地

ソフトウェア

計

有形固定資産の減価償却累計額 千円

保証債務 千円

関係会社に対する短期金銭債権 千円

関係会社に対する長期金銭債権

関係会社に対する短期金銭債務

関係会社に対する長期金銭債務

損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高の総額 千円

営業取引以外の取引高の総額

株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数　普通株式 株246,641

　2．

（1）

（2）

938,960
149,524
13,065

126,657

37,907,692

316,480
11,212

1,736,390

　4．

590,261

（3）

3,292,291

（4）

　3．

6,159,265

3,644
141,085
10,627

523,147
2,351,441
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税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

繰延税金資産(流動）

未払費用 千円

未払事業税

その他

繰延税金資産(流動）合計

繰延税金負債(流動）

未収還付労働保険料

繰延税金資産(流動）の純額

繰延税金負債(固定）

土地圧縮積立金 千円

その他資産圧縮積立金

特別償却準備金

買換等特別勘定積立金

その他有価証券評価差額金

その他

繰延税金負債(固定）合計

繰延税金資産(固定）

退職給付引当金

役員退職引当金

有価証券評価損

減損損失

資産除去債務

その他

繰延税金資産(固定）小計

評価性引当額

繰延税金資産(固定）合計

繰延税金負債(固定）の純額

関連当事者との取引に関する注記

子会社

役員の兼任等：4人

事業上の関係：スキー場施設、事務所等の賃貸

　　　　　　　同社所有地の賃借

（注）1．取引条件及び取引条件の決定方針等

    スキー場施設の賃貸料については、総原価を勘案した上で合理的に決定しております。

（注）2．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　5．

27,416

13,371
16,960

△ 539
57,209

459,527

57,748

△ 1,113,077

177,085
158

413,752
162,492

1,213,732

△ 575,846
△ 55,911
△ 67,777
△ 247,403
△ 62,766
△ 103,371

717

430,457
△ 682,620

531,112

　6．

（1）

スキー場
施設の賃貸

中央バス観光開発㈱
（小樽市）

直接100
観光事業100,000

千円 ％

関係内容

会社名
（住所）

資本金 事業の内容
議決権等の
所有割合

取引内容

257,828 売掛金 64,811

取引金額 科目 期末残高

千円 千円
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役員の兼任等：7人

事業上の関係：施設、事務所等の賃貸

　　　　　　　施設管理業務の委託

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

　　増資の引受及び資金の贈与については、資本の欠損の状態を親会社の責任において解消し、併せて観光事業を継続

　　するための安定的な財政基盤を確保すべく財政支援を行ったものであります。

役員の兼任等：5人

事業上の関係：施設の建築

　　　　　　　事務所等の賃貸

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

　　資金の借入については、連結経営上、グループとしてのリスク管理の向上及び経営効率化を図るため、当社でグ

　　ループ各社の余剰資金を集中し、一元的に管理・運用するためのものであります。

　　なお、借入金利については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

役員の兼任等：2人

事業上の関係：貸切バスの被斡旋

　　　　　　　事務所等の賃貸

（注）1．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　債務保証については、同社のＡＮＡセールス㈱ほか3社との取引に基づく債務について連帯保証をしているもの

　　であり、記載金額は当該債務の期末残高であります。なお、保証料は受領しておりません。

（注）2．取引金額には消費税等が含まれておりません。

期末残高

―

千円

1,000,000

千円

期末残高
会社名

（住所）
資本金

会社名
（住所）

資本金 事業の内容

事業の内容

砂川ハイウェイ
オアシス観光㈱
（砂川市）

千円

50,000 観光事業

関係内容

議決権等の
所有割合

議決権等の
所有割合

％

直接90
間接10

千円 千円

取引内容 科目取引金額

増資の引受 30,000 ― ―

資金の贈与 120,000 ― ―

取引内容 取引金額 科目

会社名
（住所）

利息の支払 1,250 ―

長期借入金600,000資金の借入
㈱泰進建設
（滝川市）

千円

152,000

関係内容

直接100

％

3,644

建設業
不動産事業

介護福祉事業

㈱シィービーツアーズ
（札幌市中央区）

千円

資本金 事業の内容

―

関係内容

取引金額
議決権等の
所有割合

取引内容 科目 期末残高

千円

―

％ 千円

10,000 旅行業 直接100

債務保証
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関連会社

役員の兼任等：9人

事業上の関係：車両燃料等の購入

（注）1．取引条件及び取引条件の決定方針等

    車両燃料については、当社と関連を有しない他の当事者を含め一括交渉を行い、市場価格を勘案して、一般的

    取引条件と同様に決定しております。

（注）2．当社は中央バス総業㈱の発行済株式総数の24％を所有しておりますが、会社法第308条第1項の規定により、議

（注）2．決権を有しておりません。

（注）3．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

役員

役員の兼任等：0人

事業上の関係：車両燃料等の購入

（注）1．取引条件及び取引条件の決定方針等

    車両燃料については、当社と関連を有しない他の当事者を含め一括交渉を行い、市場価格を勘案して、一般的

    取引条件と同様に決定しております。

（注）2．当社取締役杉江俊太郎氏が議決権の過半数を保有しております。

（注）3．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 銭

１株当たり当期純利益 銭

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

科目 期末残高

役員が議決権の過半数
を所有している会社等

％ 千円 千円

直接 1

車両燃料
等の購入

471,654 買掛金 46,659
関係内容

会社名
(住所)

杉商㈱
(小樽市)

　7．

（1）

（2）

千円

40,000

8,330
261

85
09

円

円

（3）

種類
議決権等の
被所有割合

取引内容 取引金額

123,297関係内容

取引金額 科目 期末残高

千円

取引内容

物品販売業
直接37
間接 2

車両燃料
等の購入

1,288,948 買掛金

（2）

会社名
（住所）

資本金 事業の内容
議決権等の
被所有割合

中央バス総業㈱
（札幌市中央区）

千円 ％

　8．
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